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１．モノ造り・モノ売り経済が直面する100年ぶりの構造転換

２．オープン＆クローズ戦略とは何か
＊なぜオープンイノベーションではだめなのか
＊オープン＆クローズの戦略思想とその位置付け

３．ビジネスエコシステム型の経済環境で日本企業が採るべき

ビジネスモデルと知財マネージメント

＊ＩｏＴが直接関与しない従来型の製品市場

＊IoTが深く広く介在して繋がり合う製品市場

＊産学官連携プロジェクトの知財マネジメント、契約マネジメント
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IoT/ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ4.0時代の知財マネジメント
＝オープン＆クローズの戦略思想による勝ちパターンの再構築に向けて＝

＊互いに繫がるエコシステムの進展、＊日本企業の悲しい経験

グローバル知財戦略フォーラム2016
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１８世紀末～：第一次経済革命（イギリス中心）

＜経験の産業化＋知財権＞
■ 蒸気機関、機械式の自動機織り機、＊プロパテントの時代

１９世紀末～：第二次経済革命（ドイツ、アメリカ中心）

＜自然法則の産業化＋知財権＞
■ ドイツとアメリカ：プロパテントの時代

■ 自然法則の組み合わせで新技術の創出

２０世紀末～：第三次経済革命（全世界）
人工的な論理体系（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ、ｿﾌﾄｳｴｱ）の産業化

■ ソフトウエアに知財権（1980s), プロパテントの時代

■ グローバル市場に巨大なエコシステムを作る

この延長でIoTの経営環境が到来
© 2016 東京大学 小川紘一
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第三次経済革命を象徴する

ビジネス・エコシステム型
産業構造の興隆

■ビジネス・エコシステムとは何か

■日本企業の悲しい経験

■ＩｏＴ時代になると、グローバル市場の
競争ルールがどのように変わるのか

© 2016 東京大学 小川紘一



最初にｴﾚｸﾄﾘﾆｸｽ産業がエコシステム型になり

多くの企業が国境を越えてつながりあう

ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞのﾚｲﾔｰ

低コスト組立てﾚｲﾔｰ

ＰＣ，ＤＶＤ，液晶ＴＶ、
携帯電話、スマホ
などの設計ﾚｲﾔｰ

半導体ﾃﾞﾊｲｽ
の設計ﾚｲﾔｰ

半導体製造
のﾚｲﾔｰ

東ｱｼﾞｱEMS（組立）

日本の
素材ﾍﾞﾝﾀﾞｰ

サプライチェーンマネージメント

日本
アメリカ
設備ﾍﾞﾝﾀﾞｰ

韓国
SoC と
DRAM

台湾ASSP
ベンダー

台湾ﾌｧｳﾝﾀﾞﾘ
TSMC/UMC

勝ちパターンを再構築したのは
①特定領域に特化する企業
②他の領域に強い影響力を

形成した企業(伸びゆく手）
③エコシステム型の垂直統合

モデルを追及した企業
＊ｺｱ領域を持ち,
＊非コア領域は調達し、
＊ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを磨き
＊ﾌﾞﾗﾝﾄﾞに相応しい製品を

全体最適のノウハウに
よって提供する企業
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製品ｱｰｷﾃｸﾁｬの大転換

© 2016 東京大学 小川紘一



互いに繫がるエコシステム型の市場になると
多くの日本企業が悲しい現実に直面

①ﾌﾞﾗｳﾝ管ＴＶで強かったが、デジタル型液晶ＴＶになると！
②ｱﾅﾛｸﾞ型VTRで強かったが、デジタル型ＤＶＤになると！
③ｱﾅﾛｸﾞ携帯電話では強かったが、デジタル携帯電話になると！

④白熱電球で強かったが、組み合わせ型のＬＥＤ照明になると！
⑤乾電池では強かったが、組み合わせ型ﾘﾁｭｰﾑｲｵﾝ電池になると

⑥自前工場では強かったが、量産専業のＥＭＳ工場が出現すると
⑦専用回線では強かったが、オープンなインターネットになると！

⑧ｸﾛｰｽﾞの専用ｻｰﾊﾞでは強かったが、オープンなクラウドになると
⑨ｸﾛｰｽﾞな半導体工場では強かったが、オープンな半導体工場

になると！

■「繫がる」とはﾋﾞｼﾞﾈｽのルールが変わること
と■オープン＆クローズ戦略を採れば日本は勝てた

5© 2016 東京大学 小川紘一



日本のインダストリーは付加価値創出で
アメリカやドイツから引き離されてしまった

付加価値創出で先進国のシェア減少
ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰの付加価値、日欧米のｼｪｱ、日本、 西欧、 米 、 アジア

1991年 約500兆円 78%          18%   36%   24%    8%

▲40% ▲30% 微減 急増

2011年 約950兆円 58%         11%   25% 22%    31%

日本がやるべきことは
モノ造り力を企業の付加価値生産に結びつける

企業人のビジネスモデル・イノベーション
6

データの出典：RolandBergar: THINK ACT March 2014

日本は大幅減少

ドイツのシェア
は大幅に向上

アメリカはｿﾌﾄｳｴｱの
レバレッジを効かせて
生産性を大幅に向上

© 2016 東京大学 小川紘一



社会経済思想としてのﾋﾞｼﾞﾈｽ・エコシステム
先進国と途上国を含む複数の企業が協調的に活動し

業界全体で収益構造を維持・発展させていく考え方。

日本企業がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場へ打って出るには

ﾋﾞｼﾞﾈｽ・エコシステムの構造を自社優位に事前設計すべし

製品アーキテクチャの大転換がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場に創り出す

＊古典的なバリューチェーンでは、他社の影響力を減らして
自社の付加価値を増やすモデル

＊ビジネス・エコシステムでは、自社も他社も共に付加価値を
増やすモデル

ｴｺｼｽﾃﾑの中でﾋﾞｼﾞﾈｽモデルを事前設計するための

経営ﾂｰﾙがオープン＆クローズの戦略思想© 201６ 東京大学
小川紘一

互いに繫がるエコシステムは、瞬時に巨大市場を創り、多くの企業に
ﾋﾞｼﾞﾈｽチャンスを与え、その波及効果がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場へ瞬時に伝播
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製品の技術体系
売上高
間接費

販売ﾁｬﾈﾙ
コスト

減価
償却

ビジネス制度設計

減価償却 法人税

円高

経営オペレ－ション

自社のコア領域に知財を集中させ
同時に既存技術との結合領域へ知財を集中させる
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ダントツ技術がノウハウ
と知財で守られるなら

ここは競争力に影響を
及ぼさない

コア領域だけはクロスライセンスを徹底排除
結合領域の知財公開し、競合企業をパートナーに変える

新規の
コア領域

調達できる既存のｵｰﾌﾟﾝ技術
知財訴訟を回避できる技術

営業利益

結合領域に知財

技術とその関連領域

エコシステムを巧みに使うアップルの知財マネージメント

Appleの場合：
＊デザイン、＊iOS
＊画面拡大スクロール

独占する

© 2016 東京大学 小川紘一
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気象情報
医療
機器
部品

自動
車
部品

ＩｏＴではﾋﾞｼﾞﾈｽエコシステムが大規模に進展
同じ産業の中でなく、全く異なる産業が繋がりあう

ロボ
ット
部品

Service Server
価値の蓄積

クラウドを介して異なる産業がつながり

新結合が次々に起きて付加価値形成

農業システム

交通システム

工場システム市場情報

Big Dataは自然法則を
探すサイエンスではなく、
確率的真実を探すｻｲｴﾝｽ

ﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ
部品

３Ｄ
プリ
ンタ
部品

Big Data分析

事務
機械
部品

エア
コン

部品

2025年： センサーの生産：１０兆個/年
300億の端末に人工知能が宿ってつながる

顧客情報

日本の産業はどんな影響を受けるだろうか

© 2016 東京大学 小川紘一
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ＩｏＴ/ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ4.0でｴｺｼｽﾃﾑが大規模に出現
“繋がる”ことで競争のルールが変わってしまう

１．【全体】だったはずの自動車が、“繋がる”ことによって
生まれる、“新たな全体の中の【部分】”、になってしまう。

２．“繋ぐ仕組み”作りを先導する企業がビジネス・
エコシステムの構造を決め、競争のルールを決める

３．付加価値領域がダイナミックに変わる
■ クルマがクラウドに繋がると付加価値がどこへシフト？
■ 工場システム、製造装置、センサーは？
■ 自動車は？、ロボットは？、ドローンは？、機能材料は？、

皆さんの製品は？？
■ 繋がり方を決めるのはハードウエアかソフトウエアか？

オープン＆クローズの戦略思想なら
付加価値のシフトを俯瞰的に判断できる© 2016 東京大学

小川紘一
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欧米が先導するＩｏＴやｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ４．０の環境で
■ 欧米企業が繰り出すビジネスモデルに

オープン＆クローズの知財マネジメントが
どう刷り込まれているか

■ これまで日本が誇るモノ造り・モノ売り戦略が
どこまで通用するのだろうか

■ 日本の成長戦略を支えることが期待されている
ドローン、ロボット、センサー、機能材料が、さらに
モノづくり工場でさえ

＊競争ルールが変わってしまうのではないか

© 2016 東京大学 小川紘一
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■ドイツは
インダストリー4.0で産業それ自身のイノベーションで
生産性の向上へ向かう

■アメリカは
インダストリアル・インターネットによる産業の
サービス化とデータビジネスで、生産性向上に向けた
イノベーション

このいずれも、ビジネス・エコシステムを前提に
ソフトウエアのレバレッジによる付加価値創出であり、

【従来と全く異なるインダストリーが生まれる】

＊日本は
ＩｏＴの経済環境で、得意とするものづくり力を生産性の
向上へどう結びつけるか

© 2016 東京大学 小川紘一



13

日本経済を持続的な成長軌道に乗せる

第３の矢は企業人が主役

■アカデミアとエコノミストは以下を挙げるが
これは必要条件に過ぎない
①ＴＰＰ：締結済み、 ②交易条件：原油安で大幅改善
③規制改善（まだ中途半端だが政治に期待）
④企業マインド改善とイノベーション（抽象論に終始）

■ＩｏＴ時代の経済環境で企業人がやるべきことは
①イノベイティブな技術と製品システムを次々に生み出し
②技術/製品を企業の付加価値生産性（粗利益）へ結びつける

メカニズムの再構築
①ＩｏＴ時代の産業構造と競争ルールの変化を取り込む

勝ちパターンの再構築

②これを支える知財マネジメントの再構築
© 2016 東京大学 小川紘一

そのための
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２．オープン＆クローズ戦略とは何か

■オープン＆クローズの戦略思想とその位置付け

■なぜオープンイノベーションではだめなのか

© 2016 東京大学 小川紘一

グローバル知財戦略フォーラム2016
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オープン＆クローズ戦略とは

■エコシステム構造を前提に、

独占するコア領域（クローズ）を決め、
■独占するコア領域パートナーとつながる結合領域に

知財を刷り込んだ上で公開（オープン）

■コア領域からパートナーへ影響力を持たせる

市場コントロールのメカニズムを
“伸びゆく手”として構築

パートナーに任せる領域（ｵｰﾌﾟﾝ）と自社のコア領域（ｸﾛｰｽﾞ）
を峻別するためには

自社と市場の境界設計が必要
© 2016 東京大学 小川紘一



エコシステムの中の知財マネージメント

■市場参入する：自社特許でパテントプールを構成する
■競合技術を合法的に排除；コア技術を規格に擦り込む
■ビジネスコストを下げる：必須特許を増やす

伸び行く手

独占

■グローバル市場に巨大なエコシステム登場を前提に

オープン＆クローズの知財マネージメント

ビジネス・エコシステム
のパートナー企業群

見えざる手：自由競争

こ
れ
ま
で

今
後
は
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AND

© 2016 東京大学 小川紘一



オープン・イノベーションでは

■ いい技術が生まれ、いい製品を開発できれば
企業収益に貢献し、雇用・成長に結びつく、という
リニアーモデルが暗黙のうちに仮定されている

しかしながら第３次経済革命が生みグローバル市場では
材料や医薬品、超精密機械（部品）、巨大な技術体系などを除いて

ﾘﾆｰｱモデルがすでに崩壊している
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更に言えば、多種多様なパートナーと協業が必須の
エコシステム型の産業構造になると

オープンイノベーションは単なる必要条件

© 2016 東京大学 小川紘一



オープン＆クローズの思想経営戦略の
視点から見た

１．ビジネス・エコシステムがグローバル市場に拡大
■自前主義の崩壊：複数のパートナー企業が得意領域を

持ち寄って付加価値を生み、市場を拡大させる
■１社の市場拡大コストが激減（1/10), しかも 市場規模は10倍以上

２．ＲＯＥ経営の登場
■経営資源の多くをパートナーが負担し、市場も拡大するので

資本生産性が飛躍的に改善 （例:多くの欧米企業）

３．技術体系が複合化して巨大化
■技術体系を知財だけでは守れない、クロスライセンスに

持ち込まれてｷｬｯﾁｱｯﾌﾟ型企業が参入、ＲＯＥが激減する
（日本のｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業）
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製品ｱｰｷﾃｸﾁｬの転換がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場に創り出す

パートナーに任せる領域（ｵｰﾌﾟﾝ）と自社のコア領域（ｸﾛｰｽﾞ）

を峻別するオープン＆クローズの経営思想が必要
© 2016  東京大学小川紘一 18
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３．ビジネス・エコシステム型経済環境で
日本企業が採るべきビジネスモデルと
知財マネジメント

＊ＩｏＴが直接関与しない経済環境なら

モノ造り・モノ売りのオープン＆クローズ戦略と
知財マネージメント

＊ＩｏＴが広く深く介在する経済環境では
ＣＰＳとオープン＆クローズ戦略を連動させた
知財マネジメント

＊産学官連携の知財マネジメントと契約マネジメントを
どう方向付けるか

© 201６ 東京大学 小川紘一

グローバル知財戦略フォーラム2016



20日本企業の市場シェア（％）

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００
シェア大シェア少

1000兆円

100兆円

10兆円

1兆円

0.1兆円

0.01兆円

半導体

機械産業

O&C戦略思想で
付加価値を２倍へ

O&C戦略思想とＣＰＳ
で付加価値を２倍へ

精密機械
部品、材料

ダントツのコア技術
を起点にﾈｯﾄﾜｰｸ型
Ｏ＆Ｃ思想とＣＰＳ
思想を連動させた
ｻｰﾋﾞｽ産業で付加
価値を２倍に

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場に於ける我が国製造業の位置取りと

ＩｏＴ時代に向けた方向性

自動車、産業機械IoTの到来で更に
巨大市場となる

事務機会、医療市
場
規
模

© 2016 東京大学 小川紘一



ｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞの知財マネジメントをどう活用すべきか

①収益モデル（稼ぐ力ROE：株主資本利益率、資本生産性）

②稼ぐ仕組み作り
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場の競争ﾙｰﾙを自社優位に決める

③生産システム（稼ぐ仕組みを、組立加工ｼｽﾃﾑ、工場ｼｽﾃﾑ、ＳＣＭ

などで具体化）

④ものづくり

⑤技術開発・製品開発

投資家の視点

事業戦略の視点

ものづくりの視点

研究開発の視点

生産の視点

（稼ぐ仕組みを、設計、製造技術、生産技術、工程管理
などから支える）

© 2016 東京大学 小川紘一 21

ダントツのものづくり力を持つ日本企業は
②の競争ルールを先導すれば勝てる

（オープン＆クローズの戦略思想）
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日本には、結果的にｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞ思想で
勝ﾊﾟﾀｰﾝを完成させていた材料・部品ﾒｰｶが多い

例えば

例：村田製作所のセラミックコンデンサー

例：三菱化学のＤＶＤ記録材料、 例：トートの光触媒

例：根本特殊化学の蛍光体、 例：カネカのＭＳポリマー

例：日東電光や住友化学の偏光フィルター

例：富士ﾌｨﾙﾑやｺﾆｶﾐﾉﾙﾀのＴＡＣフィルム、
例：日本ｾﾞｵﾝの視野角拡大（位相差）フィルム

例：ＤＩＣのＧ５８顔料

例：リチュームイオン電池の陰極材

ウンドーフィルムなど、３Ｍの多くの製品に
オープン＆クローズの戦略思想が刷り込まれている

© 2016 東京大学 小川紘一
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これらの事例で

■ オープン＆クローズの戦略思想がどう取り

込まれているのか
＊自社のコア領域とパートナーとの境界を

どのように決めたのか

■ 実質的な業界標準をどんなメカニズムで
構築したか

■ どんなメカニズムの“伸びゆく手”になってるか

＊ここで知的財産マネージメントが
どんな役割を担っているのか

＊知財とリンクさせた契約マネージメントに
どんな知恵が隠されているのか

© 2016 東京大学 小川紘一



IoTが創る巨大エコシステムの経済環境では
付加価値創出のメカニズム再構築が必要

価値創出に向けたビジネスモデルの

設計プラットフォームがＣＰＳ

ＣＰＳ：Cyber Physical System

＜Cyber:ｺﾝﾋﾟｭｰﾀが創る仮想世界＞
モデリング；シミュレーション、エミュレーション

ビッグデータ、人口知能

＜Physical:現実世界＞
モノ、リアル、現実社会、人間

24© 2016 東京大学 小川紘一
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ＩｏＴからＣＰＳを経て雇用・成長に至る俯瞰図

IOT

■CPS思想

■技術基盤
■ビジネス制度設計

■オープン& クローズ
戦略

「新成長戦略」

第三の矢・第二弾
付加価値生産性、雇用、成長
競争力、収益、資本生産性

ビジョン
向かうべき方向性

プラットフォーム

経済成長

競争領域

© 20１６ 東京大学 小川紘一

ビジネスモデル

協調領域

プラットフォームが
ビジネスモデルを左右する



第三次経済革命の中のIoTとCPSの位置付け
1700s 1800s 1900s 2000s      2010s 2020s

△

第一次

経済革命

△

第二次

経済革命

△

第三次

経済革命

経験の産業化 自然法の産業化

論理体系の産業化：
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術、ソフトウエア
ｴｺｼｽﾃﾑ、産業構造転換
インターネット

△1784~ △1870~

Industrie1.0
第一次

生産革命
最初の機械式
機織り機

Industrie2.0
第二次

生産革命

最初のベルト
コンベア工場

△1969~

Industrie3.0
第三次

生産革命

最初のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙ
ﾛｼﾞｯｸ･ｺﾝﾄﾛｰㇻ

ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ4.0、ＩＩＣ

第四次生産革命

CPSでCyber（ｿﾌﾄｳｴ

ｱ）と Physical（ﾊｰﾄﾞｳｴ
ｱ)を連動・結合させて
付加価値創出

△2025
以降

ＩｏＴもｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ4.0もグローバル市場に巨大なエコシステムを作る

オープン＆クローズの戦略思想が必須となる

ドイツ,アメリカ
1870年代

アメリカ
1970年代

イギリス
1770年代

アメリカアメリカイギリス

ドイツと
アメリカ

IoT

26

第四次経済
革命に向かう

© 2016 東京大学 小川紘一



■ 経産省・総務省
・ロボット推進協議会、IoT推進ラボﾞ 、 IoT協議会、
・情報・人間工学領域（産総研：ＣＰＳ、ＡＩ、知能ｼｽﾃﾑ)

■文科省：AＩＰ：ＡＩ，ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ、ＩｏＴ，ｻｰﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰの
基盤技術開発

■内閣府；第五期総合科学技術イノベーション会議
・超ｽﾏｰﾄ社会の基盤技術に、ＩｏＴ，ＣＰＳを織り込む

■その他、ＩＶＩ、西岡先生

国の取り組み
供給サイドのイノベーション政策

ＡＩＰ：Advanced Integrated Intelligence Platform Project

＊共通の基盤システム、共通基盤技術、
の開発と人材育成については手を打っている

27© 2016 東京大学 小川紘一

しかしこれだけでは雇用と成長に結びつかない
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特にＩｏｔの経済環境で
現在の日本に必要なのは
市場サイドのイノベーション

企業人による
ビジネスモデル・イノベーション
サービスモデル・イノベーション

新たな価値の創出

© 2016 東京大学 小川紘一
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ＣＰＳ－１．０の事例
ＣＰＳ－３．０の事例
ＣＰＳ－４．０の事例

ＣＰＳ－５．０の事例

© 2016 東京大学 小川紘一



30

しかしながら

ダントツのモノづくりを起点に、
日本型ＣＰＳで新たな価値を創生するのは

市場サイドの必要条件に過ぎない

この価値をｵｰﾌﾟﾝ環境で長期に維持し、
企業収益、国の雇用・成長に結び付ける為の

必要にして十分な条件が

オープン＆クローズの戦略思想に基づく
知財マネジメントと契約マネジメント

契約マネージメントにも知恵を出そう
© 2016 東京大学 小川紘一
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ＣＰＳのサイバー空間でビジネスモデルを設計し
これを収益・雇用・経済成長に結びつけるには

■ コア領域を常に独占できるように、パートナーとの結合
領域を、サイバー空間で自社優位に最適設計

■ オープン＆クローズのＡＮＤを標準化/公開する
＊互いに繋がるイノベーティブな市場が生まれるので

例え独占であっても違法行為に当たらない
＊ＡＮＤの公開によって、コア領域の価値を独占した

まま巨大市場を創出できる

■ コア領域からエコシステムへ強い影響力を持たせる為
の“伸び行く手”形成の契約をサーバー空間で事前設計© 2016 

東京大学
小川紘一

これを手の内化した企業が勝ち組みとなる

これを手の内化した企業が勝ち組みとなる

例えば



１．知財権は大学・研究所・参加企業が
＊共有し、ﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰﾙ型で管理
＊他へのﾗｲｾﾝｽはﾒﾝﾊﾞｰの同意必要

２．生み出された基盤技術は
案１：メンバー企業が自社製品専用に

カスタマイズして量産,

案２：高品質・低コスト量産が得意な
企業へ契約で独占製造権を与え
安定供給を義務付ける

開発される
基盤技術

(競争前領域）

産学連携ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝにもｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞが必要

１．市場への出口が異なる上記のﾌｫｰﾒｰｼｮﾝなら参加企業が協力
し合える研究環境となり、成果が出やすい

２．参加企業は、開発される基盤技術を用いて独自製品を開発し、
互いに競合しない製品市場へビジネス展開する

３．参加大學/企業は特許出願後に基盤技術の学術発表を行う

Ａ大学 Ｈ研究所

Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社Ｆ社

Ｇ社

Ｂ大学

例：精密高分子ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、 自動車用構造材
LAN 電線被覆材、ﾀﾞｲﾎﾞﾝﾄﾞ、絶縁ﾌｨﾙﾑ

例：単層長針ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ（ｽｰﾊﾟｰｸﾞﾛｽ法）
多種多様な異なる市場で応用が広がる

32© 2016 東京大学 小川紘一



産学連携から見た企業側の知財マネジメント

産学連携が
生み出す
基盤技術

基盤技術との

結合技術

キャッチアップ型の国/企業によるクロス
ライセンス攻勢から基盤技術を守る

既存のオープンな知財体系の活用

基盤技術を使って開発される
独自のコア技術

結合領域
戦略１：ここを独占し、製品と市場を独占
戦略２：この領域の知財を公開してパートナー

企業を増やしてオープンイノベーション、
(結果的にｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞの構造が出来上がる）

１．産学連携は製品でなく共通基盤技術を開発する場なので、
生み出された知財（クローズ）は参加企業に公開

２．企業は、基盤技術をとこれを使って開発する独自技術との

結合領域に知財を集中させ、基盤技術を事業化する
３．大学は基盤技術のﾊﾟﾃﾝﾄﾌﾟｰﾙからﾛｲﾔﾘﾃｨｰを受け取る 33

クローズ知財 オープン知財

競争領域

© 2016 東京大学 小川紘一
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産学連携プロジェクトが開発する
ダントツの基盤技術で

■イノベーティブな市場を次々に創出し

■巨大なグローバル市場が生み出す付加価値
をプロジェクトの

パテントプールへ引き寄せるには

ダントツの基盤技術を核にした
ﾋﾞｼﾞﾈｽ・エコシステム構造の事前設計が必要

契約マネージメントが特に有効

© 2016 東京大学 小川紘一



ＩｏＴが創るエコシステム型の経済環境は
今後も加速度的に進化発展する

＊マイクロプロセッサーの性能：１０年で１００倍

＊スーパーコンピュータの性能：１０年で１００倍

＊クラウドの人工知能が１５年以内に人間に近づく

オープン＆クローズとＣＰＳの戦略思想を活用した

ビジネスモデル設計とサービスモデル設計で
創生される価値を、長期に維持・拡大するための

知財マネジメント・契約マネジメントが
我々の想像を遥かに越えて重要となる

35© 2016 東京大学 小川紘一
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日本企業に求められるのが

フルセット型の垂直統合（自前主義）から

エコシステム型の垂直統合ﾓﾃﾞﾙへの転換

ここで,勝ちパターンを設計する経営ツールが
ｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞとＣＰＳの戦略思想に基づく
■モノ造り・モノ売りのビジネスモデル再構築
■モノ造り力を起点にしたサービス産業の

ビジネスモデル設計

要約
１００年に一度とも言うべき構造転換が始まり
巨大なビジネス・エコシステムが急速に進展

© 2016 東京大学 小川紘一
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皆さんと共有したい方向性
■ 日本の企業制度を、フルセット自前主義から、

ビジネス・エコシステム型の垂直統合モデルへ
切り替える

■ ビジネスエコシステムを自社優位に事前設計し、
市場の競争ルールを事前設計する
⇒この具体化にｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞとＣＰＳの戦略

■サプライチェーンに強力な伸びゆく手を形成する
⇒この経営ツールがｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞの戦略思想に基づく

知財マネージメントと契約マネージメント

これをやれる人材と組織ﾉｳﾊｳを持つ企業が、

IoT時代の勝ち組となる
© 2016 東京大学 小川紘一



直面する課題と施策
■ ソフトウエア、特にアーキテクト型の人材が

日本企業に少いのなら
⇒アメリカの人材を活用しながら学べばよい

■ ダントツのモノ造り力を高収益ビジネスに結び付ける
ビジネスモデルが弱いのなら

⇒日本の材料・部品企業と欧米企業の勝ちパターン
を調査分析し、定石を見付けて応用すればいい

■ オープン＆クローズとＣＰＳの戦略思想によるビジネス
モデルを具体化できる軍師型の知財人財と契約人財
が少ないのなら

⇒ＩＮＰＩＴが人財育成を先導すべし

© 201６
東京大学
小川紘一

日本にはダンドツのモノ造り力と潜在力を持つ
知財人財が数多くいるのだから、やれるはず 38
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チーム軍師を育成しよう
オープン＆クローズとＣＰＳの戦略は組織ノウハウ

異業種の勝ちパターン定石を取り込もう

多くの日本企業にとって産業構造と競争ルールを
事前設計するなど、思いもよらなかった。 しかし

ＩｏＴが創る２１世紀の市場は

事前設計無くして勝ち組になれない
定石を理解すればやれるはず

日本には世界に冠たる技術蓄積があるのだから

これを自社/自国のイノベーションｼｽﾃﾑへ応用する実務経験によって

100年ぶりに出現した産業構造転換を乗り越え、
高いＲＯＥ経営、雇用と持続的成長を日本にもらす

© 2016 東京大学 小川紘一



ＩｏＴやIndustrie4.0がグローバル市場に作り出す
ビジネス・エコシステムの構造やビジネスルールの変化、
ここで欧米企業がどんな仕掛けを繰り出すか、これに対峙
する軍師型の知財人財をどう育成するか、などについては

昨年12月に上梓した下記の増補改訂版をご参照ください

翔泳社刊

40


